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１．保険給付費（A)（医療分・一般）の推計

３．１人当たり保険料額

２．納付金額

４．本算定について

国が示す推計方法・ツール・算定システムにより推計

1,171.8億円 → 1,148.7億円 （▲23.1億円、▲2.0％）
●１人当たり診療費 385,630円 → 396,373円 （＋10,743円、＋2.79％）

（R７本算定との比較）

497.1億円 → 483.6億円 （▲13.5億円、▲2.7％）

109,636円 → 109,629円 （▲7円、▲0.006％）

（R７本算定との比較）

（R７本算定との比較）

令和８年度国保事業費納付金等の仮算定結果

12月末に国より示される確定係数を用いて、１月下旬を目途に本算定を行う。
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納付金算定上の係数（拡充分の公費）

額 割合 額 割合 額 割合

1,860億円 41.7億円 2.2% 1,860億円 31.5億円 1.7% -10.2億円 -24.5%

800億円 18.9億円 2.4% 800億円 18.5億円 2.3% -0.4億円 -2.1%

普通調整交付金 600億円 600億円 ・拡充分の県配分額が示されていないことによりゼロとしている。

特別調整交付金
（子ども）

100億円 18.9億円 18.9% 100億円 18.5億円 18.5% -0.4億円 -2.1%
・子どもの被保険者数に着目して市町村に再配分する。
・納付金算定から差引く（ｃ→ｄ）。

特別調整交付金
（精神、非自発分）

100億円 100億円
・令和2年度分から国係数に含まれている。
・拡充分の県配分額が示されていないことによりゼロとしている。

1000億円 22.8億円 1.4% 1,000億円 13億円 1.4% -9.8億円 -43.0%

都道府県分 600億円 11.4億円 1.9% 600億円 2.9億円 0.5% -8.5億円 -74.6%
・保険給付費（Ａ）から保険料収納必要総額（Ｂ）を算定する過程
で減算する。

市町村分 400億円 11.4億円 2.9% 400億円 10.1億円 2.5% -1.3億円 -11.4%
・特調による配分も含む金額。
・標準保険料率の算定に必要な保険料額から差引く。

60億円 60億円
・拡充分の県配分額が示されていないことによりゼロとしている。
・総額で約１億円配分されている。

363億円 385億円 22億円 6.1% ・県全体の納付金を引き下げる。

合 計

財政調整機能の強化

R8ーR7

沖縄県配分 増減

R7本算定 R8仮算定

備考
全国ベース

沖縄県配分
全国ベース

沖縄県配分

保険者努力支援制度

特別高額医療費
共同事業

前期高齢者交付金
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標準保険料率の算定ベースである保険料総額（ｅ）
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※保険料基盤軽減分は含まれていない

保険給付費（Ａ）＋後期高齢者支援金＋介護納付金等　　（1,516億円）

県向け公費等（1,032億円） 納付金　ｄ　（484億円）

ｄ→ｅで減算

市町村向け公費 保 険 料 額

(344億円)

(385億円)

(372億円)

(28億円)

(140億円)

(171億円)

(71億円)

(33億円)

(28億円) 標準保険料率の算定ベースe

【集めるべき保険料総額】

d→eで

加算

(344億円)
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令和８年度仮算定と令和７年度本算定を比較す
ると、被保険者数は、14,565人（△4.12%)の
減、１人当たり診療費は、10,743円(+2.79%)
の増、診療費総額は、19.8億円(△1.45%)の減
となった。

（参考）令和８年度診療費推計（被保険者数・１人当たり診療費・診療費総額）

増減 増減率

被保険者数（人） 338,924 353,489 △ 14,565 △4.12%

1人当たり診療費（円） 396,373 385,630 10,743 2.79%

診療費総額（億円） 1,343.4 1,363.2 △ 19.8 △1.45%

被保険者数（人） 266,024 273,418 △ 7,394 △2.70%

1人当たり診療費（円） 337,205 319,913 17,292 5.41%

診療費総額（億円） 897.0 874.7 22.3 2.55%

被保険者数（人） 13,495 14,426 △ 931 △6.45%

1人当たり診療費（円） 204,300 218,541 △ 14,241 △6.52%

診療費総額（億円） 27.6 31.5 △ 4.0 △12.55%

被保険者数（人） 55,515 61,387 △ 5,872 △9.57%

1人当たり診療費（円） 692,681 698,205 △ 5,523.5 △0.79%

診療費総額（億円） 384.5 428.6 △ 44.1 △10.28%

被保険者数（人） 3,890 4,258 △ 368 △8.64%

1人当たり診療費（円） 880,321 665,271 215,050 32.33%

診療費総額（億円） 34.2 28.3 5.9 20.89%

59,405 65,645 △ 6,240 △9.51%

1,148.7 1,171.8 △ 23.0 △1.97%保険給付費（億円）

70歳以上被保険者数（人）
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（参考）令和8年度診療費推計（被保険者数及び１人当たり診療費の実績推移）

 被保険者数の実績推移  １人当たり診療費の実績推移 （注１）

（注２） （注２）
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（参考）令和８年度診療費推計（診療費総額の実績推移）

診療費総額推計＝「被保険者１人当たり診療費推計」×「被保険者数推計」 により算出
※各負担区分別（70歳未満一般、未就学時、70歳以上一般、70歳以上現役並所得）、市町村別に推計。

①過去２年間（推計値を含む）の伸び率により推計する方法と②過去２年間（実績値）の伸び率により推計する方法により算出した診療費総
額は、約50億円以上の差が生じている。過年度実績推移等から、②過去２年間（実績値）の伸び率により推計する方法を県案とする。

（注）令和８年度の増減率は、令和６年度からの伸び率を単年度
分に変換した率

（注） （注）
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